






















































































































































もっとも、平成₂₅年 ₅ 月 ₇ 日発表、同₂₈日からの適用される見直し後の、避難指示区域及
び警戒区域区分では、警戒区域の指示が解除されたことから、警戒区域はなくなった。
http://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/kinkyu.html#shiji




































































































































































































分し直すこと（地方自治法第 ₂条 ₈項及び ₉項）。
③地方公共団体に対する国の関与のあり方を抜本的に見直すこと（関与に当たって
の法定主義の明文化、必要最小限度の原則の明文化、手続ルールの創設、国地方
係争処理委員会による紛争処理制度の創設）。
　同様に財政の観点からの地方分権改革も進められた。具体的には、平成₁₄年 ₆ 月
に閣議決定された「経済財政運営と構造改革に関する基本方針₂₀₀₂」（「骨太の方針
第 ₂弾」）において「国庫補助負担金、地方交付税、税源移譲を含む税源配分のあ
り方を三位一体で検討し、具体的な改革案を今後一年以内を目途にとりまとめる。」
とされ、補助金の縮減、国から地方への税源移譲、地方交付税改革、のいわゆる地
方財政の三位一体改革が行われた17。
　また後者の住民自治については、国が地方に優越する上下の関係から対等なパー
トナーシップの関係へと転換し、地域のことは地域に住む住民が責任を持って決め
ることのできる活気に満ちた地域社会を形成するための地域主権改革が進められ、
基礎自治体の行財政基盤の強化のための地方自治体の合併や、国による地方公共団
体による行政改革等の取り組みへの支援、基礎自治体への権限移譲、国の出先機関
の原則廃止、ひも付き補助金の一括交付金化等の政策がすすめられてきている18。
　以上をまとめると、憲法は地方自治という制度を保障しており、具体的に憲法第
₉₂条は、住民自治と団体自治を保障している、とされ、これらについて国の政策で
は、地方分権政策や地域主権政策を通じて、実体化がすすめられている、というこ
とになる。
　このような憲法第 ₈章「地方自治」及び憲法第₉₂条の「地方自治の本旨」に関す
る理解と冒頭に述べた本稿のテーマとの関係では、災害により行政能力が棄損して
17　国立国会図書館財政金融課（西森光子）、「地方財政の三位一体改革の概要と現状」、国立
国会図書館調査と情報第₄₄₉号（₂₀₀₄年 ₃ 月₃₁日）。（http://www.ndl.go.jp/jp/data/publication/
issue/₀₄₄₉.pdf）
18　この点について以下の Web サイトを参照。
　　内閣府 :http://www.cao.go.jp/chiiki-shuken/index.html
　　総務省 :http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/bunken/index.html
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いる地方自治体については、どのような国と地方自治体の関係が適切と考えられる
べきか、ということが問題になる。
　この点については、憲法₉₂条が地方自治の本旨を保障し、地方分権・地域主権改
革が進められている点は尊重すべきである一方で、地方自治が憲法上の制度的保障
のひとつであり、人権を保障するための手段として保障されていることを考慮する
と、少なくとも災害地域において人権保障が課題となる状況においては、人権保障
への取り組みが優先される、ということになると思われる。
5 ．若干の検討
（ 1）復興事業に関する行政事務の合理化・簡素化
　行政事務の合理化・簡素化は、我が国における近代国家設立以来の課題であり19、
最近でも、たとえば平成₂₅年 ₂ 月₂₇日行政改革推進会議では、無駄の撲滅等が行政
改革の検討課題とされるとされている20。
　事務手続きの合理化・簡素化のためには、業務実施のための業務フローの検討、
業務自体の適切性の検討、実施組織の検討が必要と思われる。以下生活環境整備事
業に関しこれらの点について検討する。
　第一に生活環境整備事業に関し、市町村等に発生する事務は概要以下の通りとな
る。
－調査表の記入
－要請書と事業計画書の作成・提出
－国との契約の締結
－業者の選定・発注及び業者との契約締結
－業者による事業実施についての管理
－国による検査への対応
－事業経費の請求
－（要すれば）国に対する事業変更の承認申請
　生活環境整備事業の実施を望む地方自治体は、これらの事務を、日常の事務等に
19　₁₈₇₉年明治天皇は、いわゆる節倹の聖旨を出し、過度の財政支出を戒めたとされている。
また第二次世界大戦後も、たとえば₁₉₅₀年₁₀月₁₀日には「行政機構の簡素化に関する件」
と題する閣議決定がされている。
20　 http://www.kantei.go.jp/jp/₉₆_abe/actions/₂₀₁₃₀₂/₂₇gyoukaku.html
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加えて、負担することになる。被災自治体の事務負担を軽減する観点からは、これ
ら個別の事務を簡素化、合理化することが必要になる。具体的には、たとえば、先
述の補助金による事業と委託による事業の実施の比較の観点からは、市町村等から
の要請書の提出の有無等について、前者の補助金による事業の場合には、要請書の
提出が求められるが、委託による事業の実施については必ずしも必須ではないこと
を考慮すると、生活環境整備事業の実施について要請書の提出が求められるか、と
いう点等を検討することができる。この点については、福島特措法第₁₇条の「当該
施設を管理する者の要請に基づいて」という文言を、要式行為として要望書の提出
を求めていると解するか、という点が論点になる。これについては、実務上市町村
等の要望を聴取する必要はあると思われるが、要式としての要望書の提出が必須か
どうかは、被災自治体の事務軽減の観点や、委託事業として実施している事業の性
質等を勘案して、判断する必要があると考えられる。なおこのほかに事業の検査等
についても、事務手続の合理化、簡素化の観点から事務フローを見直すことが可能
と思われる。
　第二に、生活環境整備事業の事業実施スキームの適切性については、前述のとお
り、委託事業として当該事業を実施することにより被災自治体の事務負担が軽減さ
れる可能性があることを考えると、当該スキームの選択は適切であると考えられ
る。
　この点に関し、そもそも生活環境整備事業のスキームが、補助金としてではなく、
委託とされたのは、以下の理由からである、という指摘がある。
－対象事業が原子力災害に起因する被害からの原状回復的な事業であることから、
国が費用を全額負担するように制度を設計すべき、とする要請がある一方で、補
助金とした場合、費用の全額を国の負担とする制度設計は認められない。
－生活環境整備事業の対象となるような事業については、地元に密着した自治体に
依頼するのが適切である。
　このような、むしろ消極的理由により生活環境整備事業が委託とされたというの
が制度の設計趣旨であったとしても、結果として、被災自治体の事務軽減につなが
るならば、その点は積極的に評価されることに問題はないと思われる。
　また、そもそも生活環境整備事業の対象としているのは、原子力災害に起因する
災害からの原状回復的事業で、実施する事業の内容が、基本的には、清掃や軽微な
修繕であることからするならば、国がより積極的に関与することには特段問題な
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い、と思われる（この点に関連して、放射性物質汚染対処特別措置法に基づく除染
の取り組みにおいては、福島県内の警戒区域または計画的避難区域であったことの
ある₁₁市町村を除染特別区域として、国が直接除染を行っている。）。
　なおこの点に関し、補助金適正化法を含む補助金交付制度は、通常時の補助金交
付手続きのためにデザインされていると考えられることから、震災時のような非常
時に際しての事務のためにそぐうものかは検討する余地がある21。さらに生活環境
整備事業に限らず他の国の復興事業に関しても、委託事業として行った方が事務が
簡便化する等、被災自治体の負担が軽減されるならば、当該事業を委託事業として
行うことが望ましいと思われる。
　第三に実施組織の適切性については、現在生活環境整備事業等、福島県の復興に
係る事業が福島県に設置された福島復興局を中心に実施されることとされている。
国の事業の執行については、財務省等と調整が求められることに一定の配慮が必要
であるが、福島県の復興事務が被災地に近いところで行われることは、市町村等と
の連絡がより容易にできる等事務処理における利便性が高くなることから、適切で
あると思われる。
（ 2）憲法と復興行政
　前述のとおり生活環境整備事業は、「避難解除等区域において住民の生活環境の
改善に資するために必要となる公共施設又は公益的施設の清掃その他の当該施設の
機能を回復するための事業」である。これは、避難解除等区域における住民の居住
環境の整備のための事業であるという点に着目するならば、憲法との関係では、い
わば憲法₂₂条の保障する居住・移転の自由の保障のための事業ということができ
る。
　憲法₉₂条は地方自治の本旨を保障しているが、憲法上の人権が問題になる場面で
は、人権保障が優先すると解される。このことからするならば、生活環境整備事業
に限らず、国民の権利保障に直接かかわる事務については、より積極的な国の関与
がなされるべきと考えられる。
　この点に関し、災害対策基本法等の現行の国の災害対策法制度は、被災自治体が
行う災害復旧事業について、原則として、当該事業の実施責任者である当該自治体
21　この点に関し、実際に復興庁は、復興交付金の交付手続きを見直し、申請書類の簡素化
等を行っている。http://www.reconstruction.go.jp/topics/₀₀₀₇₁₉.html
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が責任を負い、国は援助をすることとなっており、国による積極的な関与は、必ず
しも現行の法制度とはそぐわない、という指摘がある。
　この点については、そもそも昭和₂₄年に出されたシャウプ勧告においては、災害
復旧費について、軽微なものを除き、全額国庫負担とすべき、としていたという指
摘もあり、憲法解釈との関係で、現行の法制度だけがありうべき災害復旧に対する
政府体制の在り方でない、という考え方もあり得ると思われる22。
おわりに
　行政手続の公正性は重要であるが、実際に被災地で被災住民が困窮している状況
を踏まえると被災者一人一人の生活の確保が大切であり、組織や手続はそのために
一番有用であるか、の観点から検討されるべきと考えざるを得ない。
　行政は国民・住民のためにあるべきものであり、また、実際上行政の実施が厳し
い状況にある団体に過大な事務負担をさせることは適切ではない。憲法₉₂条の規定
する団体自治は、ある事業の実施が過剰な負担となる場合にまで、関係団体に当該
事務を負担させることを求めているとまでは解する必要はないと思われる。また、
同条の規定する住民自治は、住民の権利保障に不都合が生じる場合には、国の積極
的な関与を排除するものではないと解することは妥当であると思われる。
　復興行政は、被災地の復興のための行政であり、より具体的には被災地の一般住
民のための行政である。行政手続の合理化、簡素化が行われ、また行政組織間の関
係の整理を含む復興行政に係る行政機構の形成がなされることで、より適切に、か
つより迅速に国民・住民一人一人のための復興行政が行われることが望ましいと考
える。
（元筑波大学非常勤講師）
22　この点について、国立国会図書館財政金融課（竹前希美）「被災自治体における復 
旧と復興の財政制度」、レファレンス平成₂₅年 ₃ 月号（http://dl.ndl.go.jp/view/download/
digidepo_₈₀₉₈₉₅₈_po_₀₇₄₆₀₄.pdf?contentNo=₁）参照。
